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ライフライン埋設管被害予測の一般式

( )fmN L R x= ⋅

:N 被害箇所数
施設の量

( ) /kR 被害率(件 )

:N 被害箇所数

:L布設延長(km)
外力の
大きさ

脆弱性

:x 地震動強度指標
( ) : /kmfmR x 被害率(件 ) 大きさ

管種係数

( ) ( )fm d p g fR x C C C R x= ⋅ ⋅ ⋅ 管種 補正係数
鋳鉄管（CIP） 1.0
ダクタイル鋳鉄管（DIP（A,K,T）） 0.3
ダクタイル鋳鉄管（耐震継手を有する）（DIP（S SⅡ）） 0 0

管種係数

:C 管種係数
( ) : /kmfR x 標準被害率(件 )

補正係数管径(配水管)

ダクタイル鋳鉄管（耐震継手を有する）（DIP（S,SⅡ）） 0.0
溶接鋼管（SP） 0.3
ねじ継手鋼管（SGP） 4.0
硬質塩化ビニル管（VP） 1.0*
石綿セメント管（ACP） 2.5*

:dC 管径係数
:pC 管種係数

C 地盤・液状化係数

補正係数
～ φ 75 1.6

φ 100 ～ φ 150 1
φ 200 ～ φ 250 0.9
φ 300 ～ φ 450 0.7
φ 500 ～ φ 600 0.5

管径(配水管)

管径係数
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:gC 地盤・液状化係数 φ φ
φ 600 ～ φ 1000 0.4
φ 1000 ～ 0.2



配水管はどれだけ強くなったのか？
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耐震対策の進展には地域格差が大きい．首都圏では？
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施設の量 配水管延長
（本管＋支管）

配水管の脆弱性指数
Vpd値

外力の
大きさ脆弱性

（本管＋支管）Vpd値

小規模弱い

膨大強い

大きいほど大規模

SWOT分析: Strengths Weaknesses (Opportunities ) Threats

大きいほど弱い

3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 4
ライフラインの相互連関構造の分析とそのモデル化 2009.02.27

相互に連関したライフラインの復旧最適化に関する研究【山崎チーム】

SWOT分析: Strengths, Weaknesses, (Opportunities,) Threats



施設の量

首都直下地震１８タイプ
外力の
大きさ脆弱性

首都直下地震１８タイプ
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中央防災会議 「首都直下地震対策専門調査会」資料より



ライフラインの物理的連関・復旧支障の要因
ー神戸市水道局・大阪ガス（株）のヒアリング調査に基づく神戸市水道局・大阪ガス（株）のヒアリング調査に基づくー

・近接して設置．復旧作業には重機等のスペースが必要．

システム1
システム2

地面

システム1

システム2

システム1

地面

システム2

・漏洩箇所の調査時にある程度の区間での作業が必要
ガス検知器による漏洩検査

ガ 管

地面

ガス検知器による漏洩検査

・下水道未復旧による排水不能 → 上水道の復旧・通水に制限
（新潟県中越地震など）

ガス管

（新潟県中越地震など）

「ごく近傍での同時被害」 および 「一定の範囲内での同時被害」
の可能性を検証する
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の可能性を検証する

ライフラインの相互連関構造の分析とそのモデル化
相互に連関したライフラインの復旧最適化に関する研究【山崎チーム】



被害発生： 様・独立・ランダム

同時被害発生に関する確率論的考察
被害発生：一様・独立・ランダム

l
L

被害率

システム1

システム2
1ν
2ν

相乗効果l時被害 率 相乗効果1 2lν ν長さ 内での同時被害発生率

全長 L における同時被害発生箇所数 k の確率分布
1 2

1 2( )( )
!

lLklL eP k
k

ν νν ν −

=
l

L N l= ⋅
l

システム1
被害率

!k

システム1

システム2
1ν
2ν

相乗効果

{ }{ }1 21 1l l
Sp e eν ν− −= − −長さ のセグメント内の同時被害発生確率

N⎛ ⎞
全長 L における同時被害発生セグメント数 の確率分布SN

l
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被害率νの空間的変動とその相乗効果
システム1

1νシステム1
被害率

システム2

施設の量

2νシステム2
被害率外力の

大きさ脆弱性

( )1 1 1R I S Vν = × × ：共通要因

( )2 2 2R I S Vν = × × ：個別要因管の脆弱性被害率関数

( )R I S Vν = × ×

盤条件 同時被害

相乗効果

震度 地盤条件

時被害 大規模災害 刻 大被害地域 特 集中する

1 2ν ν l同時被害
発生率
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同時被害は，大規模災害で深刻，かつ，大被害地域に特に集中する！



千葉県における同時被害のケーススタディ
動脈 静脈系として機能する上水道と下水道の同時被害を検討動脈-静脈系として機能する上水道と下水道の同時被害を検討
千葉県地震被害想定（東京湾北部地震）結果（250mメッシュ）

上水道配水管（総延長：約23 574km） 下水道（総延長：約14 414km）上水道配水管（総延長：約23,574km） 下水道（総延長：約14,414km）

総被害箇所数：8135箇所

下水道管路無し

総被害延長：429km
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下水道被害延長25m → 被害箇所数1箇所 に換算（国土交通省検討に基づく）

千葉県における上下水道の同時被害発生数
下水道被害延長25m → 被害箇所数1箇所 に換算（国土交通省検討に基づく）

ごく近傍での同時被害
（セグメント長 =10m ）l

小エリアでの同時被害
（セグメント長 =100m ）l（セグメント長 10m ）l （セグメント長 100m ）l

計115箇所 計982箇所
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上下水道の同時被害に伴う影響波及（復旧調整，水道使用制限）の可能性



東京都における同時被害のケーススタディ
立川断層帯地震 関東平野北西縁断層帯地震立川断層帯地震 関東平野北西縁断層帯地震

配水管 総被害箇所数
1658箇所 1927箇所

上水道ネットワーク広域復旧シミュレータ（簡易版）（永田・山本）による

ごく近傍での同時被害
（セグメント長 10 ）l（セグメント長 =10m ）

2箇所 4箇所
l

小エリアでの同時被害
（セグメント長 =100m ）

24箇所 35箇所
l

24箇所 35箇所
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注：地震動のばらつきを考慮すると，推定被害は大きくなる



2006年8月14日首都圏大規模停電の概要

発生日時： 平成18年8月14日（月） 7時38分
事故箇所： 江東線78～79号鉄塔間の27万5千ボルト送電線（旧江戸側横断）事故箇所： 江東線78 79号鉄塔間の27万5千ボルト送電線（旧江戸側横断）
事故原因： 送電線にクレーン船のクレーンブームが接触

事故現場
写真「毎日送電線」より

×

東京都心部 → 97.4 万軒
横浜市北部・川崎市西部 → 22 万軒
市川市 浦安市 部 軒市川市・浦安市の一部 → 19.7 万軒
特別高圧 → 414     軒
配電用変電所 → 75 箇所
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東京電力資料より 計 約139 万軒



2006年8月14日首都圏大規模停電
における送電復旧の推移における送電復旧の推移

江東(変)

新京葉(変)

城南(変)
500kV（50万ボルト）

葛南(変)
北多摩(変)

新宿(変)

54
3

2
その他 ：275kV

（27.5万ボルト）

注：施設と送電線の位置
については概念図荏田(変) 世田谷(変) 品川(火発)

1

2

3
東京電力（株）：サステナビリティレ
ポート2007，東京電力と社会との関
わり 特集「江東線損傷による首都圏1

4

5

わり 特集 江東線損傷による首都圏
停電」，2007年，pp.52-53．
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2006年首都圏大規模停電の影響
日経平均株価

午後になって、日経平均株価の配信が停止。朝方の停電時に切り替えた自家発電装置に
午後になって不具合が発生し、それが指数の算出･配信システムの障害につながった（朝日） F1-1

発生日時：平成18年8月14日（月）7時38分
ＡＴＭセブン銀行

三菱東京ＵＦＪ

みずほ銀行

りそな銀行

東京、神奈川、千葉のセブン・イレブン内に設置してある
ＡＴＭ約２００台が一時動かなくなったが，午前１０時にはすべて復旧（毎日） F2-1

約６００台のATMがストップ。午前９時ごろまでに復旧（読売） F2-2

８ヵ所で約４０台のATMがストップ。午前９時ごろまでに復旧（読売） F2-3

２０ヵ所のATMがストップ。午前９時ごろまでに復旧（読売） F2-4

停電のため、コンピューターなどが動かず、
通常午前９時の営業開始時間を５５分遅らせた（毎日） F3-1

住友信託銀行
東京中央支店

午前９時１０分 金融機関が資金確保が難しくなる

発生日時：平成18年8月14日（月）7時38分
事故原因：クレーン船のクレーンブームが江東線

78～79号鉄塔間の275kV送電線 に接触
停電戸数：約139万軒

給水所

浄水所

全般

三菱東京UFJ銀行自家発電に切り替えて、午前９時ごろまでに大半が復旧（読売） F3-4

証券会社の
コールセンター

一時運営を休止するなどした（朝日） F3-3

テレビ東京午前8時45分からのニュースで株価情報を放送できなくなった（朝日） F3-5

東京債券市場業者間取引を担う日本相互証券で２５分間取引ができなかった（朝日） F3-6

日本銀行

午前９時１０分、金融機関が資金確保が難しくなる
おそれがあるとして、短期金融市場に１兆円を即日供給し、

実施時間も通常より１０分早めた（朝日） F3-2

電力

変電所
葛南（千葉県市川市）、江東（東京都江東区）、城南（同港区）、世田谷（同世田谷区）

荏田（横浜市）の５変電所が、ほぼ同時に機能しなくなった （読売） E-1

東電はトラブル発生後、都心の西側から電気を送り込むルートへの切り替えを実施（読売） E-2

午前9時前から30分ほど 点検 確認のために

電力に頼る水道の給水所などの都市基盤は一斉に非常用電源を稼動（読売） W-1

一部の給水所及び浄水所で一時的な停電が発生し配水ポンプが停止し、
配水圧力が低下したが、自家発電装置の運転等の

バックアップ体制により断水は発生しなかった （東京都水道局） W-2

今回の停電による断水はなかったが 濁水はあった ビル等で貯水タンク電力金融 上水道

接触事故

接触事故

電力
金融 ガス

行政
サービス

上水道

下水処理施設
東京地下鉄

東日本旅客鉄道

ゆりかもめ

10万3100人

1万9000人

1万4000人

銀座、日比谷、半蔵前、東西の４線で運転見合わせ（毎日） R-1

上下線10本が運休（読売） R-2

15列車が停止（うち8列車は線路上で停止）（朝日） R-3

都立広尾病院

国立国際医療センター

日赤医療センター

都保健医療公社
大久保病院

外来の会計システムなどが一時ストップしたが、
午前９時半までに両病院とも復旧した（毎日） M-4

電力の供給が止まり、非常電源に切り替えた（毎日） M-3

停電後、すぐ自家発電機が作動（朝日） M-2

午前9時前から30分ほど、点検、確認のために
救急患者の受け入れを一時的に止めた。

自家発電に切り替え、医療機器などは正常に作動（朝日） M-1

東京都で２７箇所、神奈川で１箇所、千葉県で１箇所の下水処理場等が
影響を受けたが、自家発への切り替え等により対応（国交省） S-1

今回の停電による断水はなかったが、濁水はあった。ビル等で貯水タンク
まで水を引き上げられずに起きた断水はある（東京都水道局） W-3電力

ガス医療

金融 上水道
行政

サービス
下水道

港湾

鉄道

下水道医療

物流

情報通信

その他

道路

航空

首都停電

小田急電鉄

京浜急行電鉄

東京都交通局

東京臨海高速鉄道

京王電鉄

東京モノレール線

鉄道
変電所

コンビニ

エレベーター

マクドナルド

GS

病院

1万7000人

2万3000人

3万人

新宿、浅草、三田の各線で運転見合わせ（毎日） R-5

全線で影響を受けた（朝日） R-6

3ヵ所の変電所がダウンしたが、バックアップ機能で徐行運転（朝日） R-7

ダイヤが大幅に乱れる（朝日） R-8

ダイヤが大幅に乱れる（朝日） R-9

全線で運転見合わせ（毎日） R-4

都内では、午前７時４０分ごろから、停電が原因とみられる
エレベーター内の閉じ込め事故は都内で５８件、

市川４件、浦安市７件、川崎市２件の計71件発生した （東京消防庁） O1-3

メンテナンス大手の三菱電機ビルテクノサービスによると、
９００台が一時停止。多くは間もなく停電が復旧し、再び動き出した（朝日） O1-1 

目黒区の特別養護老人ホーム｢駒場苑｣では午前7時半ごろエレベーターが止まり、
入居者4人と職員1人が約15分間閉じ込められた 予備電源の稼動が遅れたという（朝日） O1-4

「日立ビルシステム」で管理する都内や横浜市内のビルやマンションで、
三十数台のエレベーターで閉じこめがあった（毎日） O1-2

鉄道

ガス医療

その他

首都停電

東急電鉄

舞浜リゾートライン

横浜市交通局

信号機

ETC

日本IBM

TDL 13万4000人

2500人

変電所２３カ所のうち７カ所に電気が来なくなり、
田園都市線と大井町線が運転を中止（毎日） R-10

ディズニーリゾートラインで運転休止（国交省） R-11

全線で運転見合わせ（国交省） R-12 1600人

東京都内２６２カ所千葉県１１８カ所神奈川県４１カ所の
計４２１カ所の信号機が一時停止した （正確な数字は不明）（毎日） Tr1-1

警察署員が出動して交通整理を行ったが、午前９時半までに大半が復旧した（毎日） Tr1-2

入居者4人と職員1人が約15分間閉じ込められた。予備電源の稼動が遅れたという（朝日） O1 4

セブンイレブンが都内２００店で停電し、
ローソンも約３０店でエアコンや商品の冷蔵ケースが一時停止したが、

自家発電で対応して大きな影響は出なかった（読売） O2-1

自家発電は１～２時間しかもたない店がほとんど。
各店は照明を消すなど電気を節約して約３時間の停電を乗り切った（読売） O2-2

出光興産のガソリンスタンド４０ヵ所で約４０分間給油停止（朝日） O5-1

ローソン

セブンイレブン

保安会社による救出が１１基、消防による救出が８基、送電による復旧が６２基（国交省） O1-5

港湾物流

情報通信

道路

航空

携帯電話

固定電話

４０件以上で顧客のサーバーなどが起動せず。午後２時ごろまでに解決（読売） C-1

東京湾の荷役作業等コンテナターミナルの機能が1時間停止（国交省） B-1

大井コンテナバースでは、送電回復後もオペレーションシステムの一部が
作動せず、復旧までに5時間を要した（国交省） B-2

首都高速道路の一部の料金所のETCレーンで一時的に停電が発生（国交省） Tr2-1

冷凍コンテナの電源が停止したがすぐに復旧（国交省） B-3

東京湾のフェリーターミナルで電力供給が停止したが、
船舶の入出港が無かったために影響を免れた（国交省） B-4

安全確認のため午前８時の開園時間を約５０分遅らせた（毎日） O3-1

開園後もＴＤＬと東京ディズニーシー（ＴＤＳ）の両パークでは、
約３０のアトラクションを安全確認のため、一時停止した（毎日） O3-2

４４店舗で最大１時間１５分営業停止（朝日） O4-1 

出光興産のガソリンスタンド４０ヵ所で約４０分間給油停止（朝日） O5 1
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ソフトバンク

ＮＴＴドコモ
NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクのオフィスビルなどにある

計約３００か所の屋内基地局が一時不通となり、
一部の商業施設や地下鉄駅の構内で携帯電話が通じにくくなった（読売） Te2-3

３都県で最大１８１の屋内基地局が一時不通に （読売） Te2-1

NTTドコモのビル内の基地局１５０ヵ所で電力供給停止（朝日） Te2-2

停電したビルもあったが、自動制御ですべて予備電源が稼動した。移動電源車
（2000ｋVAが最大）は準備したが、出動するまでには至らなかった（NTT東日本） Te1-1 ＮＴＴ東日本



2006年首都圏大規模停電と停電対策
停電
エリア

電力へ
の依存

余裕
時間

予備電
源装置

予備電源
に支障

予備電源
寿命

自家発
電装置

自家発
に支障

自家発
容量

外 あり ありなし なし内 内 内なし

影響
被害なし

影響
被害発生

A停
電

内 なし なしあり あり超過 超過 超過あり

1

Te1-1,M-3,W-1,W-3

2
3

4 5 6
7 8 9C-1 4 R-5 B-1

不明な 項目と不明な 分岐点

Tr2-1

7 8 9Te1-1 R-6 B-2
Te2-1 4 R-7 4 B-3
Te2-2 4 R-8 B-4
Te2-3 4 R-9 Tr1-1
F1-1 R-10 Tr1-2
F2 1 4 R 11 T 1 3

F1-1

O1-4

10 11 12
F2-1 4 R-11 Tr1-3
F2-2 4 R-12 Tr2-1
F2-3 4 Ga O1-1 4
F2-4 4 Go O1-2 4
F3-1 4 M-1 O1-3 4
F3-2 M-2

M-1,M-2,w-2,W-3,S-1,Tr1-3,O2-1,O2-2
13 14 15

F3 2 M 2
F3-3 1 M-3 O1-4
F3-4 4 M-4 4 O1-5 4
F3-5 4 W-1 O2-1
F3-6 4 W-2 O2-2
R-1 W-3 O3-1 2
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R-1,R-2,R-3,R-4,R-5R-6,
R-8,R-9,R-10,R-11R-12,

B-1,B-2,B-3,B-4,Tr1-1,Tr1-2

R 1 W 3 O3 1 2
R-2 S-1 O3-2 2
R-3 D 1 O4-1 4
R-4 A O5-1 4

赤色表 示は確 認済み



相互連関を考慮した機能的被害波及モデル

シ テム内の被害波及

＜シ ム ＞ ＜システム ＞

• システム内の被害波及
• システム間の被害波及

考慮すべき項目

＜システム１＞ ＜システム２＞
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• システム間影響波及の発現時間

相互連関を考慮した機能的被害波及モデル

シ ム
システム１に
対する k

システム間影響波及の発現時間
• システム間のバックアップ寿命
• システム内影響波及の余裕時間

考慮すべき項目

＜システム１＞ ＜システム２＞対するBackup
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システム１からシステム２への被害波及

2

1

4

5

6

3７６

５

２

１２

３
４

１
システム２ 基幹施設

システム１ 基幹施設

10

8
11 9

１２
7

システム２はシステム１に依存

ケ シ テム 機能停止 シ テム 機能停止

1011

８ ９
１０１１

・システム２はシステム１に依存
・有限のバックアップ施設を保有

ケース システム１ 機能停止 システム２ 機能停止

単独事故
（システム１被災）

1 1日 （小被害） 0日 （無被害）

2 7日 （大被害） 0日 （無被害）

地震災害
（システム１，２被災）

3 1日 （小被害） 17日 （大被害）

4 7日 （大被害） 17日 （大被害）

システム２の機能停止エリアの時系列的変化
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システム１小被害・システム２無被害

T=0 T=1

システム２ 機能地域

影響

顕在
化 ず システム２ 機能地域

システム２ 機能停止地域
化せず

システム１大被害・システム２無被害

寿 T=3T=0 T=1 T=2 寿
命
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システム１小被害・システム２大被害

T 3T 0 T 1 T 2 T=3T=0 T=1 T=2

・・・

T=6 T=17T=4 T=5

影響

顕在
化せず

システム１大被害・システム２大被害

T=3T=0 T=1 T=2 寿 T=3T=0 T=1 T=2

・・・

命
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今 後 の 課 題

• 相互連関の多面的な様
相に対して，個々に進め
られたモデルの総合化

相互連関のモデル
化スケール

ミクロ
（局所的）

ネットワーク
全体系

マクロ
（広域的）

られたモデルの総合化
（戦術から戦略へ）

• （データ入手制約により）
個別問題に応じて定め個別問題に応じて定め
た対象地域から首都圏
全域へ

• 仮想モデルから現実モ• 仮想モデルから現実モ
デルへの発展
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